
Ⅶ．児童福祉法等の改正及び施行に   
ついて  
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【趣 旨】  児童福祉法等の一部を改正する法律概要  

「子どもと家族を応援する日本」重点戦略等を踏まえ、家庭的保育事業等の新たな子育て支援サービスの創設、虐待を受け  
た子ども等に対する家庭的環境における妻護の充実、仕事と生活の両立支援のための一般事業主行動計画の策定の促進な  
ど、地域や職場における次世代育成支援対策を推進するための所要の改正を行う。  

【主な内容】  

Ⅰ 地域における次世代育成支援対策の推進  

雌迎 

○ 一定の質を確保しつつ、多様な主体による保育サービスの菖及促進とすべての家庭における子育て支援の拡充を図るため、新たに家庭的保育   

事業（保育ママ）、すべての子どもを対象とした一時預かり事業、乳児家庭全戸訪問事業（こんにらは赤らやん事業）、養育支援訪問事業及び地   

域子育て支援拠点事業を法律上創設し、市町村におけるサービスの実施の促進等を図る。  

∋困難フ割犬況lこある子どもや家族仁和する支援の強化（児童福祉法等の一部改正）  

○ 里親制度を社会的養護の受皿として拡充するため、養子縁組を前提としない里親（養育里親）を制度化し、一定の研修を要件とするなど里親制   

度を見直す。  

○ 家庭的な環境における子どもの養育を推進するため、虐待を受けた子ども等を養育者の住居において養育する事業（ファミリーホーム）を創設。  

○ 児童養護施設等の内部における虐待対策の強化のため、虐待を発見した者の通告義務等を設けるほか、地域における児童虐待対策の強化を行う。  卿去の一部改正）  
○ 働き方の見直しも踏まえた中長期的な子育て支援サービスの基盤整備を図るため、市町村の行動計画策定に当たり参酌すべき保育サービスの量  

等に関する標準を国において定める等の見直しを行う。  

Ⅱ 職場lこおける次世代育成支援対策の推進  

仕事と家庭の両立支援の促進（次世代育成支援対策推進法の一部改正）  

○ 仕事と家庭の両立を支援するための雇用環境の整備等について事業主が策定する一般事業主行動計画の策定・届出の義務づけの対象範囲を   

従業員301人以上企業から従業員101人以上企業に拡大する。  

○ 一般事業主行動計画の公表・従業員への周知を計画の策定・届出義務のある企業に義務づける。  

（施行期日）  

○ 原則として平成21年4月1日。（Ⅰの③の行動計画策定指針の見直し等は公布の日から起算して6ケ月を超えない範囲で政令で定める日、家庭的保育事業（保育マ  

マ）の制度化等は平成22年4月1日、Ⅰの一般事業主行動計画の対象範囲の拡大は平成23年4月1日）   



児童福祉法等の一部を改正する法律の主な内容  

1児童福祉法の一部改正①（子育て支援事業等を法律上位置付けることによる質の確保された事業の普及促進）  

1）子育て支援事業を 法律上位置付け（平成21年4月施彿  
○ 以下の事業について、法律上位置付けるとともに、省令で必要な基準等を設け、都道府県知事への届出・指導   

監督等にかからしめることとする。   
① 乳児家庭全戸訪問事業（※いわゆる生後4か月までの全戸訪問事業）   
② 養育支援訪問事業（※いわゆる育児支援家庭訪問事業）   
③ 地域子育て支援拠点事業   
④ 一時預かり事業   

○ また、市町村は、これら①～④の事業が着実に実施されるよう必要な措置の実施に努めるものとする。   

※ 上記の改正に併せて社会福祉法を改正し、上記事業及び2（2）の小規模住居型児童養育事業について、第2種社会福祉事業と   

することにより、必要な社会福祉法の事業開始・指導監督規定や、消費税等の非課税措置の対象とする。  

2）家庭的保育事業を 法律上位置付け（平成22年4月施行）  

○ 保育に欠ける乳幼児を、家庭的保育者（市町村長が行う研修を修了した保育士その他の省令で定める者で   
あって、これらの乳幼児の保育を行う者として市町村長が適当と認めるもの）の居宅等において保育する事業につ   
いて、法律上位置付けるとともに、省令で必要な基準等を設ける。   

○ 市町村の保育の実施責任に関する規定に、保育所における保育を補完するものとして家庭的保育事業を位置   
付ける。  

Tl  

○ 市町村は、事前に都道府県知事に届け出て家庭的保育事業を行うことができるものとし、都道府県による指導   
監督等にかからしめることとする。  

】  
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2 児童福祉法の改正②（困難な状況にある子どもや家庭に対する支援の強化）  

（1）里親制度の改正（平成21年4月施彿   

○ 養子縁組を前提とした里親と養育里親を区別し、養育里親の要件について一定の研修を修めることとする等里親  
制度を見直す。   

○都道府県の業務として、里親に対する相談等の支援を行うことを明確化し、当該業務を一定の要件を満たすもの  

に委託できることとする。   

は）小規模住居型児童養育事業の創設：（平成21年4月施行）   

○ 要保護児童の委託先として、養育者の住居で要保護児童を養育する事業（ファミリーホーム）を創設し、養育者の  

要件等事業に関する要件を定めるほか、都道府県の監督等必要な規定を設ける。   

会の機能備州ニ（平成21年4月施行）  

○ 要保護児童対策地域協議会の協議対象を、養育支援が特に必要である児童やその保護者、妊婦に拡大するほか、   
要保護児童対策調整機関に、一定の要件を満たす者を置く努力義務を課す。   

担）年長児の自立支援策の見直し．（平成21年4月施行）  
○ 児童自立生活援助事業について、対象者の利用の申込みに応じて提供することとするとともに、義務教育終了後の  

児童のほか、20歳未満の者を支援の対象として追加する等の見直しを行う。   

設内 （5）施虐待の防止二（平成21年4月施行）  

○ 児童養護施設等における虐待を発見した者の通告義務、通告があった場合の都道府県や都道府県児童福祉審  
議会等が講ずべき措置等施設内虐待の防止のための規定を設ける。  

平成21年4月（提供体制の計画的整備は平成22年4月）施行  
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護者指導を児童家庭支援センター以外の一定の要件を満たす者にも委託できることとする。  
について、児童福祉施設への附置要件の廃止等を行う。  
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護施設等の提供体制の計画的な整備について、必要な措置を講じる。   



3 次世代育成支援対策推進法の一部改正①（地域における取組の促進）  

1）国による参酌標準の提示（公布から起算して6月以内に施行）  

○ 国は、市町村行動計画において、保育の実施の事業、放課後児童健全育成事業等に関する事項（量）を定めるに   
際して参考とすべき標準（参酌標準）を定めるものとする。  

2）地域行動計画の策定等に対する労使の参画（公布から起算して6月以内施彿  

○市町村及び都道府県は、行動計画を策定・変更しようとするときは、住民の意見を反映させるほか、労使を参画させ   
るよう努めるものとする。  

画の定期的 直し（平成22年4月施彿  

○市町村及び都道府県は、定期的に行動計画に基づく措置の実施状況等を評価し、計画の変更等の措置を講ずるよ  
う努めるものとする。   鞘  



子育て支援事業の定義規定のイメージ   



子育て支援事業の事業開始・指導監督の仕組みのイメージ  

※このほか、第2種社会福祉事業として位置付けた事業（乳児家庭全戸訪問事業一養育支援家訪問事業・地域子育て支援 拠点事業 ・一時預かり事業）については、①寄付金の募集に際しての許可制度、②サービス利用者に対する情報提供努力  
義務、③利用申込み時の契約内容等の説明の努力義務、④自己評価等の質の向上の努力義務、⑤誇大広告の禁止等の  
社会福祉法の規定のほか、⑥消費税等の非課税措置の対象となる。   




